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恒例の日本高齢者退職者団体連合（退職者連合）による国会議員への要請行

動を行いました。今回の要請は、新年度の国家予算が議論される予算編成過程

に反映させるための取り組みを行いました。 

 １１月２４日にＪＲ総連ＯＢ連絡会は、衆参合わせて４名の国会議員への要

請を行いました。ＪＲ貨物労組ＯＢ会、ＪＲ東労組ＯＢ会、ＪＲ東海労ＯＢ会

から１５名の参加による取り組みでした。 

要請内容は以下の通りです。 

１．医療制度の早期確立を図ること 

（１）後期高齢者医療制度廃止後の制度づくりは、「高齢者医療制度改革会議」

の最終取りまとめに基づき、早期実施を図ること。 

（２）全ての国民が安心して生きられる制度とすること。 

２．介護保険制度の見直しは、「社会保障審議会介護保険部会」からの意見（平

成２２年１１月３０日）に踏まえ、社会保障・保険制度・福祉制度の安心

できる制度として実施を図ること。 

３．自民党政権時代にも凍結してきた「物価下落分の年金据え置き分」を民主

党政権で解除すると言われているが、これは絶対に認められないため撤回

すること。 

４．年金、医療、福祉、政策制度の検討機関に年金生活者の代表として、退職

者連合の代表を参加させること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★ 要請議員   衆議院議員  竹田 光明（民） 川口  浩（民） 

         参議院議員  田城  郁（民） 山内 徳信（社） 


